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はじめに：政治不信の高まりのなかでの国会改革論議










⚑）『よりオープンに，より政策本位で』平成 30 年 6 月，2020 年以降の経済社会構想会議の呼
びかけに応じて，自民，国民民主，日本維新，無所属議員が参加して，「『平成のうちに』衆議
院改革実現会議」が第 196 回国会閉会日の 2018 年 7 月 20 日，大島衆議院議長に申し入れを行
った（197 回国会閉会日の 10 月 25 日にも高市議運委員長にも申入れ）。党首討論の定例化・国
会の夜間開催の実現，衆議院の IT 化，女性議員の妊娠・出産時等への対応などを提言。2019
年 2 月 26 日にも小泉進次郎厚生労働部会長により，妊娠中や出産前後の女性国会議員にインタ
ーネットを使った遠隔投票を認める制度の導入を取り入れた改革案が提案され，衆議院規則の
改正が目指されているとの報道がなされた（読売新聞 2019 年 2 月 27 日付）。しかし，憲法 56
条 2 項は，衆参両院の議事は「出席議員の過半数」で決すると定められ，遠隔投票が出席とさ
れるかどうかの問題がある。また，対象者の範囲も問題になり得るのであって，育休中の男子
にも認めるのか等の問題点が残されている。さらに，憲法 57 条 1 項の会議の原則公開との関係


































































⚕） 新井誠「政府の統制」法学セミナー 755 号（2017 年 12 月）35 頁。





国会の召集は，憲法上，天皇の国事行為（憲法 7 条 2 号）であり，内閣の助
言と承認が必要とされている。したがって，わが国の国会は，他律的開会制を




日本国憲法では，7 条 2 号，52 条，53 条，54 条が，国会の召集について規
定するが，これらのうち，召集時期を憲法上明示的に指定しているのは，特別











































⚗） Ḽ⚑）に引用した『立憲民主党 国会改革』の 14 項目では，「臨時国会召集の要求があった
場合，30 日以内に臨時国会を開会することを法制化する。」とされている。
⚘） ジュリスト 241 号（1962 年 1 月 1 日）69 頁。
⚙）「座談会 憲法改正問題（下）」ジュリスト 1955 年 1 月 15 日号 37 頁。























「この国会法第 2条の 3 で規定されているような事態の場合は，両院とも，それぞ
れ院の構成をはっきりきめなければ，折角選挙は行われても，半身不随の状態に
10）『逐条国会法 第 1巻』（2010 年）96 頁。
11） 衆議院議員の任期満了による総選挙は，過去に一度だけ例がある（昭和 51 年 12 月 5 日），
森本昭夫『逐条解説 国会法・議院規則 国会法編』（2019 年）27 頁。
12） 小嶋和司『憲法概説』（1987 年）421 頁注(3)では，憲法 53 条について「本来，内閣の専決
事項である召集助言が法律で制約しうる事項であるかは問題である。この規定の効力は，議員
に召集請求権があることを根拠とする恒久的決定と考えるべきである。」とする。
13）「参議院議員の通常選挙後に召集される国会 国会法 2 条の 3 について 」時の法令 319 号






























14） 内閣を義務づける本条が憲法 53 条に抵触しないかについて，鈴木隆夫は，国会法 1 条，2
条，2 条の 2 の規定があることを受けて「何ら抵触しない」と述べている（同『国会法の理念
と運用』（2012 年）87 頁）。






























起算して 12 日以内に閉会のデクレが発せられる。3 首相のみが，閉会のデクレに続く一か月
の期間満了前までに，新たな会期を請求することができる。」と臨時会のあり方についても定め


































17） ジュリスト 1955 年 1 月 15 日「座談会 憲法改正問題（下）」38 頁。
18） 前掲・「座談会 憲法改正問題（下）」の田中二郎発言。


























































20） 宮沢俊義（Ἑ部信喜補訂）『全訂 日本国憲法』（1978 年）401 頁。
21） 佐藤達夫「戦後解散側面史」時の法令 272 号（1958 年）3頁。
立教法学 第 102 号（2020)
56











① 解散は 69 条の場合に限られるものではなく，「内閣が時の衆議院が真に
現在の民意を代表するかどうか疑わしい場合に行うものである。」










































23） 佐藤達夫「国会法覚書」自治研究 30 巻 2 号（1954（昭和 29）年 2月）7頁。
24） 植村勝慶「解散権制約の試み」『憲法研究⚒』（2018 年）160 頁。
25） イギリスの議論を紹介しつつも，イギリスに倣えという議論の危険性を意識した論考とし
て，岩切大地「解散権の制限」法律時報 90 巻 5 号（2018 年）31 頁以下。
26） 大山礼子「審議回避の手段となった衆議院解散権」『憲法研究⚒』（2018 年）140-142 頁。長
谷部恭男『憲法学の虫眼鏡』（2019 年）62 頁では，「上策は憲法を改正してその旨の条文を加え
ること」という。
























27） Ḽ⚑）で引用した『立憲民主党 国会改革』の 13 項目目では，「政党間の覚書といった形で
首相の解散権に制約を加える運用に改めるべきである。」とされている。




































30） 衆議院先例集 317 号「議長が決裁権を行った場合は，（帝国議会時代の）四回であり，いず
れも消極に決している。」とする。
31） 森本・前掲書 146 頁。














50（1975）年 7 月 4 日の議決で，可否同数となったときに，参議院議長として
決裁権を積極に行使して法案を可決した先例を残している。













32） 国会法 19 条「各議院の議長は，その議院の秩序を保持し，議事を整理し，議院の事務を監
督し，議院を代表する。」
33） 森本・前掲書 64 頁。































35） 大石眞「天皇退位のための皇室典範特例法の制定に思う」学士会会報 926 号（2017 年）7-8
頁。
36） 川人貞史「国会運営の比較政治的特徴」法律時報 90 巻 5 号（2018 年）13 頁。

























また，会期の延長については，昭和 33 年の国会法改正により，常会は 1回，


























鈴木隆夫は，昭和 30 年のいわゆる 55 年体制の下での保革二大政党時代に大
池眞の後任として衆議院事務総長に就任する。その就任直後に議院運営委員会




37） 尾吹善人『日本憲法』（1990 年）114-5 頁。
38） ⁋村みよ子・山元一編『概説 憲法コンメンタール』（2018 年）266-7 頁。
39） 白井誠『国会法』（2013 年）127 頁。
40） 鈴木隆夫『国会法の理念と運用』（2012 年）87 頁以下。






























































42） 大山礼子「審議回避の手段となった衆議院解散権」『憲法研究 第 2号』145 頁。
43） 野党に転じた後の旧民主党が，2013 年 10 月 23 日の党の政治改革・国会改革推進本部の総
会で通年国会の導入を提案した。






































































【付記】 本稿は 2019 年 3 月 8 日に北陸公法判例研究会で行った報告原稿をもと
に，若干の加削を加えたものに過ぎないのですが，渋谷秀樹先生への感謝の微意
として，掲載させていただきました。
46） 高⁋正己「異例国会の遺したもの」同『時の舞』（1985 年）163 頁。歴代内閣で最も会期が
長かったのは，田中角栄内閣の 280 日であるが，このときの法律の成立率は 45％（提出法案
527 件のうち成立は 241 件）と異例に低かった。
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